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石 月 義 訓
は じ め に
｢フラソス農業のチャンス｣ として EEC農業共同市場に包摂 されたフラソ







｢高度経済成長｣期 までであ り,1970年代以降については今後の課題 として残
さざるを得ない｡また,現代フランスの農業政策そのものの分析 とそれがフラ
ンス農業に及ぼす影響についての詳細な検討 も今後の研究に得たねばならないO
次に,木稿で主に利用される統計資料について述べておこうO フ ラ ソ ス の








2) hstltLltNf-tlOTl月日 elaStahstlqueetdehudes占conomlque(IN SE E),ReceフLFe-/
現代フランスの農民層分解と農業地帯構造 (255)47


















地帯別構成 (第 1蓑)と経営構造の地帯別特徴 (第2表)をてかか りにして,
＼menigi7%占'laZdeZ'ag7CdLuredeF1955,S ervICeCentraldeBEnquateset丘tudeSStd
tlStlqtユe(S C E E S),ReceTL∫ementg占7167-aldel'agru=uTzure1970-19710なお,
『1955年センサス』を利用した分析には,小倉武一,フランスの農業問屋弓- 農業基本法成立の
背景- ,土地制度史学会編｢農業危機の現段階的性格｣, 1963年,99-236ペーゾ｡速複塩窮,
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①パ l)盆地 この地帯は,北部 と南部に亜区分できる｡パ リ盆地北部 (パ リ
地方 ReglOnParislenne,ピカルディPicardle,オー [･ノルマンデ ィHaute-
Normaandie,ノール Nord)の支配的な経営方式は,穀作 ･輪作作物 としての
工業用甜菜の耕種部門と畜産の合理的結合である｡周知のように,この地侍は,
フラソスにおける農業資本主義化が最 も早 く展開した地帯 として,すなわち,
高生産性農業による資本家的穀作大男竪営の圧倒的に優位な地帯 として特徴づけ
られる｡ しか も,この地帯は,第 2表の自作地率の低さ (29%), 賃労働比率
の高さ (27%) によって,資本 と土地所有の分離を伴 った借地型資本家的経営
地帯 として確認 されようO次に,パ リ盆地南部 (サソトル Centre,プルゴーこ
現代フランスの農民層分解と農業地帯横道 (257)49
弟 2襲 経営構造の地帯別構成 (1970年)
i聖1) 賃労働比率は,｢労働力単位 (per釦ⅠJle.arln由,traval:P.A.T.)｣で楓 IP.A.T.
は成人労働年間2400時間に等しい｡
2〕 トラクターは,個人有と共有の合計Q
出所 :RecensemeZttgピnerd (ゐ l'agriculLuTede1970.tomeI.ⅠⅤ,VI,ⅤⅠⅠ施肥畳,搾
乳棒導入率,小麦収穫効率の指標は,
1970-lg7l, I)p 15CI-153_















注) 『197時 七ソサス』の集計単位である ｢広域
'行政区画(r占g10mSdeprogrammed'act血1)｣
に基IjLlた1三分である｡
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㊤西都 (,1ス .ノル マンディ Basse-Normandle,ブルターニュ Bretagne,







④東部 (ロレーヌLorralne,アルザス AIsace,7ラ./ンユ･コンテ Franche












こ0)地帯の今日の経営的特散 であろうo 南東部 (オーヴェル-ユ Auvergne,
l)A-ザソLlmOu81n,.=-ス･7ルプ RhaneAlpeB)描,ローヌ川に沿った





◎地中海沿岸 (コート･ダジュール C6te d'Azur,ラソグドック Langue-
doc)｡上述 してきた藷地帯が,フランス農業の基幹的部門といえる排種 ･畜産
の有機的結合をその支配的な経営形態 としているのに対 して,ここでは,ブ ド
ウ,果樹野菜で0)専門化が顕著である0年かこ,平坦地でのブ ドウ単作地帯にお
ける大量生産方式は,第 1表によれば,この地帯の農業生産額の約40%,全国
のブ ドウ生産額の47%を占めてお り, この地帯をプ トウ作地帯 と特徴っけても
よいo こうしたブ ドウ作経営が資本主義的性格を有 しているのは,賃労働比率






















生み出す土壌となった ･こLoulSPerceval.EconomuetPoZz物 C.n1138.1966,pp 111-112)




た農業技術を装備 しようとしてきた職人的な ｢中小農民 (petlteetmOyenne
paysannerle)｣, ③自力では独立生産者として留まるには十分な生産手段をも
たない ｢退去の農民 (paysand'ller)｣｡また,別の論名5'は第 1節で論じたフ
ランス農業構造の地域的差異を重視して,企業的穀作経営 (011gOeulture) 地
帯 と復合作 GjLOlyculture)地帯でそれぞれ次のような異なった区分を行ってい




















に概念上明確な区別 を与 えている点であるOまず階級区分 としては労働力の商
品化 としての賃労働雇用指標 (常雇.臨時雇用,雇用頻度,雇用労 働 者 数 な
ど)を重視 し, とりわけ資本家的経営を大 (概 して常雇用労働者数 3人以上)
と小 (同2人) とに亜区分する点に特徴がある｡後者には,平均利潤の恒常的





所有 (Revenu brutd'e】【ploltatlOn) 概念7)を採用 しているoつまり,農業従
事者 1人あたりの労働力評価に基づき,そこか ら当該経営の再生産可能な経営
粗所有規模を算定するわけであるOた とえは,1962年の労働力評価 額 を 月頒
5007ラソとすると8),フランスにおける1経営あた りの労働力単位 (P.A.T.)
は 2単位弱であるか ら,再生産可能な生間経営粗所得の下限は,ほぼ 1万フラ











8) L Perceval,opai,p 171.国立農業蓮営管理研究所 (InstltutNationaldeGestlOnet
d'EconomleRural)の経済計算では.農業経営の家族労働力評価解を農業最低保障:賃金(JSalalre
mlnlmlユm agricolegaran tl) の2倍としている.1962年6月の農業最低保証賃金は1時間あた
り1.447ラ./で. これを月額に直せば (月間平均労働時間174時間),約250プラソとなる.した
がって,ベルスヴァルの労働力評価覆す(月額500フラン)は妥当な水準であろう.なお.同研究
所の経済計算について帆 Ⅰ.G.E R.R占suZEatseconomZqe(お exblozEatwnaB7-7eOle
adhi7YntSdesCbめ-edesGl-5tW7Letd'EconoHM Rurd,1964-1968,の各年冴こ参照｡
54 (262) 第126巻 第5･6号
以上が,L.ベル ヴァルの階層区分方法の基本的骨格であるo 彼は,通常 も
ちいられている経営面積規模別分類 (この指標による階層区分が極めて限界性
をもった ものであることは周知の とお りである) を補完するために,賃労働依
存率を階層別に算出 して,第 3表のような-欄蓑を作成 し,現代 フラソスの農
業経営 を①半 プロ農民層g',④小農10', ④中農 ④富農 ㊥資本家的小経営,
檀)資本家的大経営の6群に階層区分 したO
第 3表 プラソス農業経営の階層別分布- 1962年-
性1) 1962年における農業労働者数は850千人｡










10〕 ヘルスヴァルの小農概念は,B H レ一二ソの ｢農業問題にかんするテ-ゼ原妾｣における規
定に基づいている｡また,彼とはぼ同様な階層区分によってブルゴーニュ地方における農民層
分解の実証分析を行ったM プラソは,小農を｢貧農 (paysannenepauVre)｣ としている｡












ある｡ ここで経営粗所得をみる場合の留意点を補足 してお くと,1967年の農業
従事者▲1人あた りの労働力評価額を月額640フランと推定 してお り, したが っ
て,標準的家族経営の年間経営粗所得 1.5万 7ラソがはぼ自家労賃確陳水準 と
なるO第･4表の賃労働比率 と経営粗所得の指標によって補強 しつつ経営面琵規




65%■であるO また,経営粗所得からみると,100lla以 卜層のそ れ は 約11万ウ
ランであり,資本家的大経営が集中的に存立 している経営群 といえる｡そして
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同様に考えていくならば,資本家的小経営の標準経営面積は70-100ha, 富農
は50-70ha,中農は20√-501la,小農は5-201la,半プロ農民層は 5Ila 未満 と
ほほ区分できようO







態 (｢複合作 ･畜産 polyculture-る1岳vage｣ とよばれる)であったo
次の第5蓑は,フランスの主要農産物 (生産価編)の経営面積規模別構成で













増 し,反対に小さくなるにしたがって育産への依存度 (しかも肉者 か ら解 農







る ｢静かなる革命 (r色volutlOn SllencleuSe)｣ は,農業生産力の顕著な伸びを
意味していたと同時に,それまでのフラソス農業が有 していた構造的特質を大
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罪 6表 経常面積規模BIl経営数の推移 (1955年11975年)
注1) 1963年はセーヌ県をのぞく｡ 2) 太線は増減分岐点,
3) ちなみに1955年の経営数は22857Tj監営,1975年のそれは13037千経営.




















家的大借地経営の典型地域 としてのパ リ地方 (Region parisienne) とパ リ盆
地南部のサ ソトル 〔Centre)に地域を限定 して考察 しようo なぜなら,1970年
センサスによれば,′くり地方は耕地率90% (うち穀作地71%), サンTlJレは同
じく80% 〔同56%)で,両地域 とも軟質小麦を主体 とする穀作地帯 として特徴
づけられるからである｡
ところで,穀作経営o)構造変化を分析する場合,資本 ･賃労働に関する指標





サ ン′ ト ル
1955年 l 1970年




まず,親物作付面積50ha 以上経営に着 目しようoパ l)地方ではこの最上層
の経営数の百分比が高い. これは,当歳地域で歴史的に早い時期に,資本家的




若干増加 しているものの,絶対数では減少している｡ このパ リ地方における穀
作最上層経営の頭打ち債向について,遅壕息窮民は,主 として 『1955年セソサ
ス』 と 『1963年調査』lヱ)を比較検討され,次のように結論づけられたo すなわ
ち,北部穀倉地帯における資本家的大借地経営は ｢100ha以｣二経営の頭打ち傾
向や農業労働者C,)一般的減少慣向から見て限定的なものになるであ ろ う｣18'とO
そして, この地域で,かつて広範に存在 した ｢過小農 (大経営への日雇いを兼
ねる)｣の消減による雇用労働力の質的変化を指摘されるU さらに,筆者は,
別の借地経営に関する7ソケ- ト資料にLkって14),パ 1)地方における最近の土
地移動の中で,地主への ｢借地の返却 (Abandondeparcelles)｣ が 新 た な
｢借地の獲得 (PrlSeenlocatlOnde parcelles)｣ や ｢土地購入 (Achal de


















さらに別の視点か ら考察 してみ よう｡
資本,賃労働規模別動向をみ るために,第 8蓑で トラクター所有台数規模⊥5)
と常雇用労働者数規模別経営数の動向を示 してみたo第-に,常置使用経営は,
第 8表 パ 1)盆地における常雇及び トラクター所有規模別経営数の推移
(1955年-1970年)
パ リ 地 方




サ ン トルの10人規模経 営を別にすれば顕著な減少 を示 しているo これは,特に
穀作経営の場合,穀作磯械化一貫体系の確立 をみたこととあいまって.労賃水
準の上昇につれて常雇労働者の機械への代替がすすんだことの結果にはかなら
ないo Lか し, このことをもって.資本家的経営の存立基盤が失われつつある
と単路的結論 を導 き出すことは危険であろうO第二に,サ ン トルでは,10人以
上の常置使用経営は,その相対的割合を増加 させてお り,ひきつづ き規模拡大
15) 不変資本規模について札 農業磯風 設備,燃料など多岐にわたる給合的検討が必要である
が,プラソスの 『農業セソサス』で比較可能な指庚はトラクタ-所有規模だけであるo















b 主著 ｢小農｣地帯- 西部を*心にして-
さきに,われわれは,複合作 ･畜産方式をとり畜産依存度の高い家族労作経






































16) ここでの西部とは,ブルターニュ,-イ ド ラ ･LJ7-〟,ポワT･ク ンJL,ラントの3地域
をいう｡
17) 借入資本刺子の増大が顕著であるが, この傾向は,とくに,好条件で生産を拡大できない中農
層にとって深刻な影響を与えている. FemandClav;ud.Jean Flavlen.An dr占LaJOlnle,et
LoulSPerceval,QueZle,ag7･ZtuZiureimlrlaFranLlePCmeagratTeetSOlut207Sdimoc-
rat2aLeS.EdltlOnSSOC】ale5,.1974.p 40.
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第10表 西部の畜産貞監営 (20-50ha)における生産費の推移
(1968年-1976年)
実 数(名目価格フラソ) 指 数(1968年-loo)
1968年 l1972年 】1976年
粗 生 産 Ig9,8ヲ11127
うち 飼 料 費
肥 料 費





よって, この 6年間 (1974年-1979年)実質的に低下 しつつけ て い る とい わ
れ18), この事実は,1960年の ｢農業の方向づけ法｣ で中核的担い手 として位置
つけられた自立的家族経営においてさえ,多頭化による規模拡大,上向発展が
困難になりつつあると断じてよかろうO さらに,EC における乳製EF], 牛乳を
中心 とした構造的 ｢過剰問題｣19)揺, 主音化倍向を深めるこれらの経営群 を直



























本家的 プトウ作経営地帯 と特徴づけたが,笑は, この地帯は,一方における零
細経営の大群 と他方における資本家的経営 との二極構造 としてとらえなければ
ならないのである｡また,この資本家的ブドウ作経営は,J{リ盆地の資本家的
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穀作経営のように,資本 と土地所有の分離 した経営は少なく,賃労働の中味 も,
常雇労働者 よりも, 8月末カ)ら10月にかけての収穫期を中心にして,零細経営







0台123台以上不 申 告 な ど 2(ー12943348103 74ll1∩1271543 1115645548 593072209 △ 489261450630
注1) 1955年のトラクタ-規模指標の不申告分にはトラクタ 利ー用 (協同,賃耕など)運営を含む｡
出所 Rece715ementBlini;'laldel'aBTidturede1955,pp103-104
ReceTLSementginiTlaZdeFaB77CuZturede1970.tomeVII.pp66-68
特徴的なことは,その減少率は,パ リ盆地 と比較 して,相対的に少ない (第 8
表参照)｡ さらに,1955年 と1970年の賃労働比率を比較するた桝 こ, 『1955年
センサス』 の ｢年間労働 (ann島e-travail)｣20)(年間 300日の完全就兼を1労
現代プラソスの農民層分解と農業地帯構造 (275) 67



















ⅠⅠⅠ お わ リ に
以上のように本稿では,現代における7ラソス農業構造の変容退琴の内実を
明らかにするために,現代フランス農民層o)存在形態 と農民層分解の進展過置
20) R eceMementg占九占raZdeL'aBTtClturede1955,1961,p 114 なお.1955年の｢年間労
働｣数は,自家労働37.9万,実働労.97万の構成である.197〔年の｢労働力単位｣数は第2喪を
参鷹｡
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の具体的様相を農業地帯構造を踏まえつつ実証的に考察してきたが,最後に本
稿でえられた結論を要約 しておこう｡
現在に至るまで,フランスにおける農業の資本主義化の地域的展開が極めて
多様な形態をとってきたことは,農業地帯構造の分析のなかで明らかになった｡
そして,現段階の農業構造の変化を象徴的に顕わしている零細経営の没落過程
は,その対極における資本家的経営への土地 ･資本の集積.集中を促進させる
過程であった｡具体的には,④/")盆地の穀作地帯,(む地中海沿岸O-)ブドウ作
地帯,において典型的に示.されたが,同様のことは,本稿では詳述できなかっ
たが,果樹 ･野菜など高度資本集約的農業部門においても確認されようo
また,われわれは ｢小農｣地帯の西部における20-50ha層の経営内容の悪
化が1970年代に累積している事実 も確認した｡いうまでもなく,これらの階層
は,フラソスの畜産部門の中核的生産者として自甘的小農あるいは中農と位置
づけられてきた農民層であるO筆者はここにもフランスの農民層分解の具体的
顕われをみる｡しかも,EC 共通農業政策のもとで穀作生産の比重の増加を考
える時,これら中小農の存立基盤の脆弱性に大きな危供を感じるO
なお,本稿で残された課題 としては,農業構造の変容と農業政策との関連を
跡づけることであろう｡ことに,1960年代の農業政策はフランスにおいて初め
て公権力が ｢土地｣に介入したという意味で ｢画期的｣な政策であるといわれ
ており,この農業政策の分析をも踏まえながら土地所有構造と農民層分解との
関連についても今後ひきつづき検討していきたい｡
- 1980年3月 脱稿-
